














Ⅱ.事業概要

(終了) 対象地域

事業概要

806/800字

Ⅲ.事業の背景・課題

(1)支援対象として想定している団体が抱える事業実施上、組織運営上の課題とその背景 989/1000字

(2)課題に対する行政や中間支援団体等による既存の取組み状況 400/400字

(3)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 395/400字

Ⅳ.活動支援プログラムの内容

(2)-1 支援対象とする団体の想定：支援対象として想定する団体の、活動地域・分野・内容 334/400字

(2)-2 支援対象とする団体の想定：支援対象として想定する団体の、組織形態・規模 248/400字

(3)活動支援プログラムによって支援を受けた団体が社会にもたらす変化/インパクト（中長期アウトカム） 178/200字

(4)-1 活動支援プログラムの目的（短期アウトカム発現によって事業期間中に達成される事業の中心的な事業目的） 93/100字

活動支援プログラムの目的 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 100字 目標値/目標状態（目標達成時期） 100字

採択後の契約時に用いる欄です

全国

①案件組成の有無、②ベーシックガバナンス

チェックの受診、③目標とする資金獲得

支援団体による

2024/8/1 2027/3/31

日本全国に広がるこども食堂は9,132箇所におよび、日本の公立中学校数9,296校とほぼ同数と、社会基盤となるインフラストラクチャーとしての側面を持ち始めている。そしてその多くが都道府県単位、圏域単

位、市区町村単位で活動している地域ネットワーク団体に支えられている。

これらの地域ネットワーク団体には非資金的、資金的なものを含め多様な機能が求められるが、運営母体は様々であり、都道府県単位の地域ネットワーク団体には社会福祉協議会やNPOを始めとした運営基盤が

整った団体もあれば、任意団体など組織として基盤が脆弱な団体も多く存在する。特に圏域単位、市区町村単位での地域ネットワーク団体は、ここ数年で自発的ないし、都道府県単位の地域ネットワーク団体の支

援で急速に立ち上がりつつあり、現在当団体で把握できている団体だけでも約400団体（※速報値集計中）あるが、組織としての基盤が十分でない団体が多いと考える。

本事業は、そうした課題を抱えている地域ネットワーク団体を対象とし、役割・機能強化を図る事業であり、３分野の支援、３つのアプローチ、３つのステップを通じて提供する。

【支援】(A)事業実施、(B)組織運営、(C)広報・ファンドレイジング

【アプローチ】①教育的支援、②育成的支援、③学びあいプラットフォーム構築

【ステップ】成熟度に応じた段階的支援 ０年目（理解醸成と応募への動機付け）、１年目（基礎基盤の整備に注力する教育的支援）、2～3年目（休眠預金等活用事業の実行団体への申請を意識した案件形成サ

ポート等）

これらの事業実施により、地域ネットワーク団体の組織基盤が強化され、将来的には休眠預金等活用事業の実行団体となることも視野に入れ、地域の諸課題に効果的に寄与するとともに、本事業の支援対象団体が

モデルとなり、他地域にも熱量やノウハウが伝播、自律的な立ち上げが引き起こされている状態を目指す。

こども食堂は9,132箇所におよび(2023年12月調査)、日本の公立中学校数とほぼ同数と、地域の多様な課題解決の担い手として大きな存在感を示すようになった。増加の背景には、公平・中立な立場でその地域のこども食堂同士のつながり

をつくり、交流を促進している中間支援組織「地域ネットワーク団体」の存在がある。現在、45都道府県に都道府県域で活動している団体が存在しており、社会福祉協議会、NPO法人、任意団体など様々な担い手が、物資受入・分配・配

送、研修会の実施、新規開設支援（相談・講座）等の支援を行っている。

しかし、こども食堂が増加の一途をたどっている現在、全てのこども食堂へ寄付や物資が十分に届く状態が作れなかったり、互いに顔の見える関係性での連携・交流が難しい状態もうまれている。そうした状況の中、市区町村域でのネット

ワーク団体が、自発的ないし都道府県地域ネットワーク団体の支援のもと、急速に立ち上がりはじめており、2023年度に行った当団体の調査では、約400団体（※速報値集計中）にのぼっていることもわかった。

一方で、本事業組成にあたって実施した複数のヒアリング調査等からも「連絡協議会的に存在はしているが、法人化していないため、補助金への応募や行政との交渉ができない」「目の前に業務に追われていて、ゆっくり今後の将来像につ

いて考えたり、関係者で話し合う機会がないほか、総務経理等を担える人材がおらず、スキルアップの機会もない」といった声もあがっており、現状の多くの地域ネットワーク団体において、地域でリーダーを担う人が偶然いたことでネッ

トワークが形成されたものの、拡大傾向にあるこども食堂を継続的に支えていくには、十分な組織基盤が整っているとは言い難いといった課題が浮かび上がっている。

また地域全体のためにも、地域ネットワーク団体と関係者との連携が図られる必要があるが、その地域特有の文化や社会資源等地域事情も多様であり、組織基盤が固まっていないネットワーク団体にとって負担の大きい取り組みになってお

り、団体としての基盤が整わないまま活動をする状態から抜け出せないといった構造の実態も浮かび上がっている。本事業はこういった背景に対して必要と思われる支援を、既に中間支援支援として実績のある都道府県ネットワークや専門

家等の協力を得ながら提案するものである。

居場所作りに係る助成金等を各地方自治体が実施しているほか、各地の社会福祉協議会等が地域のこども食堂同士のつながり作りや学びあいの場作りの実施が全国的に広がってきている現状にはある。一方で、地域ネットワーク団体に対す

る支援や連携の状況は、各自治体・エリアによってさまざまで、ネットワークやコーディネートの委嘱を出している地域もあれば、首長や担当課からの理解が得られていない、こども食堂自体がまだまだ貧困対策のための施策として捉えら

れておりそもそもの啓発が必要という課題を抱えた地域も多くある。また、地域ネットワーク団体自身も地域の担い手によって自発的に立ち上がることが多いといった背景から、運営母体が任意団体といったところも数多く、地域の中間支

援団体の支援対象条件に合致していなかったり、助成金申請にまで至っていなかったり、資金調達手段が少なく安定した組織運営基盤が整っていないといった課題がみられる。

当団体は2019年度から3年にわたり、こども食堂の価値を「見える化」するための調査、通称「さくらプロジェクト」を実施しており、その結果から、こども食堂は「にぎわいづくり・地域活性化」「貧困の連鎖を断ち切る」「孤食対応」

「子育て支援・虐待防止」「高齢者の健康づくり」といった5つの価値に加え、多世代交流を実現する「居場所そのもの」が、さまざまな価値・機能の源泉となっていることがわかっている。また、5つの価値以外にも「地域課題を地域住民

が発見すること」、「地域の防災・防犯に役立つこと」、「女性の活躍の場になる」などの価値が見出された。こうした価値をもつこども食堂が、こどもが1人でも歩いていける距離である小学校区に１つはある状態（小学校数2万か所）が

でき、地域課題解決に貢献していくためにも、それを支える中間組織である、地域ネットワーク団体の力を強化していくことが必須であると考えている。

(1)支援対象団体数

支援団体と相談し目標を定める

5

都道府県・市区町村・または複数の市区町村を合わせた圏域を対象とした、こども食堂が加入・登録することができるこども食堂のネットワーク団体またはネットワーク団体を立ち上げようとしている団体。ネットワーク団体は、その域内

にあるすべてのこども食堂に対して公平・中立に支援を行うことを原則として活動しており、既存の団体だけで約400団体（※速報値集計中）あることが分かっている。同地域で運営されているこども食堂の運営者が加入し、運営者同士の交

流会や研修会の開催・企業や個人からの支援を仲介する窓口の機能・行政や社会福祉協議会等の機関と連携するための窓口の機能・より広域のネットワーク団体やむすびえからの情報をこども食堂に共有する機能のうち、全てまたは一部を

果たし始めている団体。

実施時期 (開始)

資金提供契約締結日

実際にこども食堂を運営する方々が中心となり、対象地域内の数カ所～20箇所程度のこども食堂が加入しており、加入こども食堂の運営者によって役員構成されている団体を想定。こども食堂運営者が集まり当事者同士の支え合いの色合い

が強い団体や、中心となるNPO等の団体が牽引している団体の両方が考えられる。団体の法人格としては、NPO法人、一般社団法人、任意団体などを想定。事業規模は0～1000万円未満の団体であり、休眠預金の実行団体に手を挙げるには

ガバナンス・コンプライアンス面、企画立案の面で課題がある。

支援対象団体の基盤が整備・活動が強化され、全国のネットワーク団体の運営者または立ち上げを検討している方々が共に学び合う場があることで、日本全国全ての地域でネットワーク団体が立ち上がっている状態。そのネットワーク団体

が各地域内で資源の循環のハブとなり、休眠預金を含めた資金が活用されている状態。それによって、地域に住む誰もが取りこぼされない地域になっている。

本PGをうけた支援団体が、中間支援団体として、地域のこども食

堂が地域の課題解決に資する活動を十分に支えるため、

「A事業実施」、「B組織運営」、「C広報ファンドレイジング」力

を向上させる



(4)-2 短期アウトカム（事業期間中に達成される目標）

短期アウトカム 100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 100字 目標値/目標状態（目標達成時期） 100字

100字 指標 100字 中間評価時の値/状態 100字 事後評価時の値/状態 100字

支援対象団体及び地域のこども食堂に対

する、地元企業からの支援数（寄付、物

資支援、ボランティア等）、地元学校と

の連携（ボランティア、授業実施等）、

地元行政との連携（情報連携、助成金、

委託事業等）、社教（情報連携、補助金

等）

新しく実施されている事業数

新しく生まれているこども食堂数

〇 支援対象団体による 支援対象団体と相談し決めた目標が達成

している状態

支援対象団体を中心に、対象地域のこども食堂・企業・団

体・行政・社協などが携わる資源の地域内循環が起こりはじ

めている状態。

ピアラーニングプラットフォームへ参加

している団体数

〇 都道府県域ネットワーク45団体

市区町村・圏域ネットワーク0団体

都道府県域ネットワーク47団体

市区町村・圏域ネットワーク100団体

PFを通じて全国の市区町村NWにも学びや知見が波及し、新

たな地域NWが立ち上がり始める状態。

実施なし

支援対象団体がが実行団体として応募するための案件形成が

できている状態。

実行団体として応募するための形成され

た案件

〇 支援対象団体による 実行団体として応募するための案件が１

つ以上形成されている状態

ピアラーニングプラットフォームが立ち上がり、本事業終了

後も定期的な勉強会を継続できる状態。

年間4回開催されている勉強会・交流会・事例研

究会等の数

〇

外部専門家による診断も活用しながら、

場合によっては日本非営利組織評価セン

ターのガバナンスチェックほか既存の公

開されたツールも活用

ー 支援対象団体による 支援団体がベーシックガバナンスチェッ

クを受診している

支援対象団体が団体として実行団体になれるだけの自律的な

運営・ガバナンス／コンプライアンスの整備ができており、

NWとしての運営体制が確定している状態。

支援対象団体が広報FRの基礎を体得し、中間支援団体として

寄付を運営資金を獲得し始めている状態。

運営資金額 〇 支援対象団体による 支援団体がベーシックガバナンスチェッ

クを受診している

支援対象団体と相談し目標を定める

モニタリ

ング指標

こども食堂運営者を中心に、地域のステークホルダーが支援

対象団体をハブに連携しはじめている状態。

連携しているステークホルダーの数 〇 支援対象団体による

ピアラーニングプラットフォームでの勉強会の開催

支援対象団体以外の団体へのピアラーニングプラットフォームへの参加

の呼びかけ

広報の回数 〇

ファンドレイジング専門家による伴走支援

定例ミーティングの実施 定例ミーティングの実施回数 〇

現地訪問の実施 現地対面の回数 〇

ピアラーニングプラットフォームの立ち上げ プラットフォームの立ち上げの成否 ー

ワークショップの開催回数 〇 2回開催

〇

年に2回程度（その他、必要に応じて実施）

2回開催

専門家による関与期間 4か月間～

勉強会の開催回数 年に2回程度（その他、必要に応じて実施）

基盤整備セミナーの開催

〇

月1回（その他、必要に応じて実施）

各団体3回程度（その他、必要に応じて実施）

(4)-3 アウトプット

（活動の実施により生み出された結果）

モニタリ

ング指標

研修の開催回数 〇 1回開催（2日間）コミュニティオーガナイジング研修の開催

未来対話ワークショップの開催 ワークショップの開催回数 〇 各団体2回、公募前2回

広報・ファンドレイジングセミナーの開催 セミナーの開催回数 〇





Ⅴ.支援対象団体の募集/選定

(1) 募集方法や案件発掘の工夫 195/200字

(2) 支援対象団体が抱える課題の検証方法（組織診断方法等） 999/1000字

支

(3) 休眠預金等活用事業に係る既存関係先との透明性確保 192/200字

Ⅵ.主な実績と実施体制

(1) 専門性・強み 399/400字

(2) 支援実績と成果 782/800字

(3) 支援ノウハウ 400/400字

これまでの協働事業や調査の結果、許諾を得ている都道府県、圏域、市区町村単位の地域ネットワーク団体および全国の社会福祉協議会、自治体への連絡リストを活用。自団体が連絡先を把握していない団体に対しても、関係性が築けてい

る地域ネットワーク団体等を通じて、対象となる団体に網羅的にアプローチする。その上で以下を実施予定。

・オンライン説明会

・ワークショップ開催

・HPやSNSを活用した情報発信

支援対象団体が抱える課題については以下で現状把握と分析を行うことにより、組織の運営状況と事業について診断し、課題を検証する。

【組織・事業診断】

・計画書提出・アンケート・ヒアリング：募集時の計画書提出により基本情報に加えて、 団体のビジョン、ミッション、その後のありたい姿、アクションプランなどとともに、地域ネットワーク団体としての役割・機能を把握する。合わせ

て提出時に役割・機能を果たすことが困難な場合の、代替機能を持つ組織情報の収集を行う。その後の定期アンケートやヒアリングの実施により変化を捉える。

・診断ツール：収集した情報をもとに、組織が適正に運営される仕組みが構築されているか、その仕組みが非営利活動に必要な行政、企業、市民の「共感」と「信頼」を得るに十分かを診断する。外部専門家による診断も活用しながら、必

要に応じて日本非営利組織評価センターのガバナンスチェックほか既存の公開されたツールも活用。

・ワークショップ・研修実施：地域ネットワーク団体・こども食堂・行政・社会福祉協議会・支援者などのステークホルダーが一堂に会し、地域の理想の未来に向けた共感的な合意や文脈を生み出す「未来対話ワークショップ」を実施す

る。これにより地域ネットワーク団体が担っていく役割・機能を再認識するとともに、各ステークホルダーの考えや想いを引き出すことで、こども食堂を取り巻く地域のエコシステムにおける自らの立ち位置や課題を把握することが実現す

る。あわせて休眠預金に応募するために必要なガバナンス・コンプライアンス規定を備えるために、専門家から学ぶ「基盤整備セミナー」を実施、プログラムの中で自団体に足りていない組織の運営上の課題や効果的な運用についての課題

を把握する。

・イベント開催：地域ネットワーク団体同士の関係性構築や学び合いを目的としてオンラインで情報交換を行う「お宝シェア」の定期開催を行う、これにより他団体の先進事例、成功事例、失敗事例を把握するとともに、相互に現地訪問や

講師招集を促進する「アドバイザー派遣制度」の実施により課題の抽出とその解決策を模索する。

・現場見学、会議出席・短期出向：活動支援団体による現地訪問や定例ミーティング参加、地域ネットワーク団体への短期出向を実施することで、より現場に即した課題を把握するとともに、イコールパートナーとしての意識を醸成する。

休眠預金等活用事業の実行において透明性と説明責任を確保するため、以下に取り組む。

・ホームぺージなどでの定期的な情報開示と報告

・事業関連の意思決定プロセスのを透明化と基準やポリシーの明確化

・定期的な外部監査の実施により財務状況やプロジェクトの実施に関して第三者評価を受ける

・利益相反に関する明確な方針を設け、関係先との間で発生する可能性のある利益相反を公開し、適切に管理する

2018年12月に発足した新設の団体だが、前身団体以来の活動の蓄積から全国のこども食堂や、こども食堂を支援する地域ネットワーク団体とのパイプを持ち、現場との信頼関係と連携を図ってきた。本事業における支援対象団体である「こ

ども食堂を支援する地域ネットワーク団体」、その中でも都道府県単位で活動する地域ネットワーク団体の立ち上げ支援を全国的に行ってきた団体は当団体だけである。そういった立ち上げからの関わりや、成長をともにしてきたことで生

まれた知見が唯一無二の専門性であり、強みであると考える。

45県に存在する県単位の地域ネットワーク団体とは定例の会合を持っている他、いつでも気軽に問合せできる関係を構築しており、そこを通じて全国の圏域・市町村域の地域ネットワーク団体に呼びかけることができる。またこども食堂を

支援する社会福祉協議会とは、関係を深めており、呼びかけに耳を傾けていただける状況である。

地域ネットワーク団体への支援は当団体として掲げている主要事業三つの内の一つ「地域ネットワーク支援事業」に該当するものであり、特に今回の事業に関わる実績として立上げや役割・機能強化の側面に絞って直近の一部実績と成果を

記載するが、先に少しだけ地域ネットワーク団体と当団体に関しての関わりに触れておきたい。当団体は理事長の湯浅が豊島子どもWAKUWAKUネットワーク理事長の栗林さんと全国47都道府県で、こども食堂の実際の運営を伝え、地域の

理解を広げていく「広がれ、こども食堂の輪！全国ツアー（全国50箇所で開催）」から生まれている。それと同時に地域で展開するこども食堂同士の横のつながりをつくるネットワーク化の動きが広がっている。それらの背景もあり同時期

に生まれたイコールパートナーとして、仲間として捉えている。そのため支援ではなく、伴走として記載する。

地域ネットワーク団体伴走

【立上げ（2023年以降）】

・大阪府こども食堂ネットワーク連絡会立上げ（2023/3/3）伴走

・新潟こども食堂・居場所ネットワーク「にこねっと」立上げ （2023/4/14）休眠預金等活用事業活用した伴走

・和歌山県こども食堂応援ネットワーク 立上げ中（2024/1/29）伴走

【役割・機能強化】

・居場所の包括連携によるモデル地域づくり 4団体伴走 休眠預金等活用事業

・こども食堂をハブとした地域資源の循環促進事業ー多世代がつながり子どもを見守るまちづくりを目指してー 5団体伴走 休眠預金等活用事業

・むすびえ・地域ネットワーク団体伴走支援基金助成

これらの伴走や事業を通じて、伴走先とは以下のような成果が生まれており、結果として地域のWell-beingにつながっている。

①共通のゴール

②チーム内での価値観の共有

③様々な専門性の活用

④対話による関係構築

休眠預金等活用事業やその他事業での伴走から知見を蓄積している。伴走支援の流れ・サイクルは「関係構築」「診断・見立て」「解決施策の実行」「振り返り、定着」を繰り返しながら進んでいくとして捉えており、各ステップを適切に

進めていくためには伴走支援者は以下二つの側面を使いこなす必要があると考える。

①機能的側面：組織の課題の解決にフォーカスする専門家の側面

②プロセス的側面：事業推進・組織運営及び組織課題解決の過程に寄り添う側面

これらを踏まえた上で、代走的支援（代わりに走る）、伴走的支援（一緒に走る）、育成的支援（一人で走れるように育てる・鍛える）、教師的支援（走り方を教える）、顧問的支援（走ることに関する相談に乗る）を使い分けて伴走支援

サイクルと具体的な打ち手をまわしていく事が重要であると考えている。これらの知見蓄積を経て体系化と伴走者としての技量を身に着けるためのプログラム開発も着手。
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1.事業について







2.事前評価計画



2-1.事前評価の目的・事前評価計画

評価の要素
（分析項目）

評価項目 評価小項目

評価基準
測定方法

（データ収集方法）
判断方法・指標 判断基準

課題の分析
（ニーズ分析）

課題の妥当
性

①各地のこども食堂及び各
地域にあるネットワーク団体
が抱える課題について十分
に把握しているか。

各地のこども食堂及び各地
域にあるネットワーク団体
が抱える課題の整理

課題についてリスト化・図示
等によって整理され、かつ
その内容について活動支援
団体関係者間で合意してい
る。

- 市町村または圏域の
ネットワーク団体へのヒ
アリング

- むすびえがこれまで実
施した調査研究報告か
らの抽出

支援対象の
妥当性

②各地域にあるネットワーク
団体の課題解決にとって重
要な関係者は誰か。

各地域にあるネットワーク
団体の重要な関係者の整
理

関係者分析により、各関係
者の把握がされ、かつその
内容について活動支援団
体関係者間で合意してい
る。

- 市町村または圏域の
ネットワーク団体へのヒ
アリング

- むすびえがこれまで実
施した調査研究報告か
らの抽出

事業設計の分
析
（セオリーの分
析）

事業設計の
妥当性

③本事業の目標達成・課題
解決の道すじは論理的に整
理されているか。

事業設計図（ロジックモデ
ル）の作成

活動支援団体関係者間で、
現時点で納得感のある事
業設計図（ロジックモデル）
が作成されている。

- 課題の分析を踏まえ
た、関係者によるディス
カッション

事業計画の
妥当性

④負のアウトカムの発現の
可能性や事業計画進捗の
妨げとなる事柄について把
握した上で、対策が講じられ
ているか

発現の可能性のある負の
アウトカムと事業計画進捗
の妨げになる事柄とそれら
の対策の整理

発現の可能性のある負の
アウトカムと事業計画進捗
の妨げとなる事柄について
整理され、かつその対策が
講じられている。

- 事業計画やロジックモデ
ルを基にした、関係者に
よるディスカッション

評価の目的 事業の必要性・妥当性を検証し、事業計画書及び資金計画書の改善を図る





2-2.評価スケジュール・評価の実施体制

月 内容

2024年2月 - キックオフ

2024年3月 - 事前評価の目的、事前評価計画及び役割分担の検討
- ヒアリング実施

2024年4月 - 収集データの考察、事前評価結果報告作成、事業計画書・資金計画書への反映

氏名 内部/外部 役職 評価担当分野

インタビュー実施、事前評価

インタビュー実施、ロジックモデル作成

インタビュー実施、関連資料調査

インタビュー実施、市町村ネットワークアン
ケート取得、精査

事前評価実施に係るアドバイス

｜評価スケジュール

｜評価の実施体制



3.評価結果





3-1.評価結果の要約

評価小項目 評価結果

評価小項目③

本事業の目標達
成・課題解決の道
すじは論理的に整
理されているか。

本事業で達成したい状態（事業のスコープ）及びアウトカム -アウトプット-活動のつな
がりについて、特に重点的に検討を重ねながら関係者でロジックモデルを作成できた
ため、本事業の目標達成・課題解決の道すじは論理的に整理できていると判断した。

評価小項目④

負のアウトカムの
発現の可能性や
事業計画進捗の
妨げとなる事柄に
ついて把握した上
で、対策が講じら
れているか。

関係者での検討の結果、負のアウトカム発現として、各地域のこども食堂の地域ネッ
トワーク団体へ頼りすぎてしまう可能性や、各地域ネットワーク団体の業務量の増大
や事業に対する主体性・独自性への影響の可能性があることを確認した。
また、事業計画進捗が阻害される可能性については、組織基盤が固まり切っていな
いゆえに本事業の期間の途中で継続が難しくなることや、お金を介さない非資金的支
援であるがゆえの関係性構築の難しさ、といったことを確認した。
以上を踏まえた対策は事業計画にも盛り込むことが出来たため、対策は十分に講じ
られていると判断した。





評価小項目①
各地のこども食堂及び各地域に
あるネットワーク団体が抱える課
題について十分に把握している
か。

評価結果
各地のこども食堂で「活動のためのリソース（担い手・食材・物資・資金等）確保に関する
悩み」と「こども食堂を利用する方への支援・関わり方に関する悩み」といった、ひとつのこ
ども食堂だけでの対応が難しい悩みに直面する中、こども食堂の都道府県・市区町村・圏
域単位のネットワーク（地域ネットワーク団体）が、情報共有や交流等を通して互助の関
係を育みながら、こども食堂の活動を支える事業を行っている。
しかし一方で、地域ネットワーク団体自体も、組織基盤・人材・資金についての課題に直
面しており、地域ネットワーク団体が期待される役割を担うことが難しくなると、各地のこど
も食堂の取り組みにも影響が及ぶことを改めて確認した。
以上をもとに、こども食堂及び各地域ネットワーク団体が抱える課題の構造を図示するこ
とで、現時点では十分把握できたものと判断した。

3-2.評価小項目①の評価結果

























評価小項目②
各地域にあるネットワーク団体の
課題解決にとって重要な関係者
は誰か。

評価結果
各地域ネットワーク団体では行政、社協等地域の関係者と連携を図りなが
ら事業を行っているが、どのような関係者が、どのような役割・関わり方で
地域ネットワーク団体と関わっているかについては、地域ごとにさまざまで
あることを改めて確認した。それは、各地域特有の文化や社会資源等、地
域事情がさまざまであること等が関係していると思われる。
当初は関係者分析により、主要な関係者やその役割及び重要性を整理す
ることを目指したが、「各地域ネットネットワーク団体の課題解決にとって重
要な関係者は地域ごとに異なるものであり、一律に定めることは難しい」と
いうことを関係者間で確認した。

3-3.評価小項目②の評価結果







3-4.評価小項目③の評価結果

評価小項目③
本事業の目標達成・課題解決の
道すじは論理的に整理されている
か。

評価結果
本事業で達成したい状態（事業のスコープ）及びアウトカム -アウトプット-活
動のつながりについて、特に重点的に検討を重ねながら関係者でロジック
モデルを作成できたため、本事業の目標達成・課題解決の道すじは論理的
に整理できていると判断した。





評価小項目④
負のアウトカムの発現の可能性
や事業計画進捗の妨げとなる事
柄について把握した上で、対策が
講じられているか

評価結果
関係者での検討の結果、負のアウトカム発現として、各地域のこども食堂
の地域ネットワーク団体へ頼りすぎてしまう可能性や、各地域ネットワーク
団体の業務量の増大や事業に対する主体性・独自性への影響の可能性が
あることを確認した。
また、事業計画進捗が阻害される可能性については、組織基盤が固まり
切っていないゆえに本事業の期間の途中で継続が難しくなることや、お金
を介さない非資金的支援であるがゆえの関係性構築の難しさ、といったこと
を確認した。
以上を踏まえた対策は事業計画にも盛り込むことが出来たため、対策は十
分に講じられていると判断した。

3-5.評価小項目④の評価結果



3-5.評価小項目④の評価結果

｜負のアウトカム発現の可能性

関係者で検討の結果、以下のように整理した。

アウトカムの対象
（主語）

発現の可能性のある
負のアウトカム

対策

各こども食堂 各地域ネットワーク団体へ依存して
しまう

こども食堂と各地域ネットワークが地域の課題
解決を目指すイコールパートナーであるという
認識の元、双方の自主性を重んじた関係構築
を目指せるよう支援する

地域ネットワーク団体 各地域ネットワーク団体の業務量
等が増えて疲弊

専門性の高い分野や地域ネットワーク団体の
人員が不足していると思われる分野では一部、
むすびえの伴走支援の手法の１つで「代走的
伴走支援（代わりに走る）」などを用いた支援を
実施する

地域ネットワーク団体 育成スキーム・プロトタイプをつくる
ことを目指すことによる、自主性が
失われたり、画一化につながる、教
える-教わるの関係が生まれてしま
う

地域ネットワーク団体とむすびえが同じ課題解
決を目指すイコールパートナーであるという認
識の元、初期の段階から自主性を重んじた関
係構築を目指すなど、地域ネットワーク団体へ
の伝え方を十分に配慮する





4.まとめ



4-1.評価結果の反映（事業計画書・資金計画書）

｜各計画へ反映した箇所

本評価の結果を踏まえて、事業計画書及び資金計画書に下記の通り修正加筆を行った。

内容 事業計画書への反映 資金計画書への反映

事業計画書の (4)-4 活動に
ついて

組織基盤が十分に整っていない団体を支
援することで、途中で団体の資金が枯渇
し、事業継続できなくなる可能性あることを
予測し、本事業の早い段階で、助成金情報
の共有や獲得のための支援といった、ファ
ンドレイジング支援をいれるよう、プログラ
ム内容を変更した。

事業計画書の (1)支援対象
として想定している団体が
抱える事業実施上、組織運
営上の課題とその背景

すでにあるネットワーク団体（都道府県ネッ
トワーク団体等）とのハレーションが起きる
ことを予測し、プログラム構築段階から都道
府県ネットワーク団体と協働する旨、追加し
た。

資金計画書の人件費につ
いて

規模や母体、地域課題がそれぞれ
異なる団体ごとのニーズに応じた
伴走支援をし、今後に向けたプロト
タイプづくりを目指すため、各団体
あたり2人以上の伴走担当をつけ
られるよう人件費を上積みした



4-2.重要性及び事業実施における留意点

｜事業を遂行するうえで重要な事項

本評価の結果及び本事業の目的を関係者間で改めて確認し、「事業を遂行するうえで特に重視するこ
と」を以下の通り定めた。

｜事業実施における留意点

地域ネットワーク団体同士で好事例や知見を学び合い、励まし合いう「学びあいプラットフォーム」を、
既に実績のある都道府県ネットワークのみにとどまらず、市区町村や圏域ネットワークも含んだ新たな
仕組みとして構築されることを支援し、本事業後も継続されることを目指す。

本事業の伴走支援から得た知見から、地域ネットワーク団体に対する支援のプロトタイプができ、本事
業で支援した団体以外の全国 1700超ある市町村のネットワークに波及させていくことを意識する

・支援対象団体に対し教育的側面の強い支援を提供する段階もあるが、「教えー教えられる」といった関
係性に陥る可能性を鑑み、支援対象団体とむすびえは、共通の目的に向かうイコールパートナーの関
係性を育むことを本事業に関わる全員が意識する。

・対象地域で既に中間支援として活動実績のある都道府県ネットワーク団体と、市町村、圏域ネットワー
クがよりよい関係性を育んでいくためにも、本事業のプログラムは都道府県ネットワークと協働で構築
し、より大きなインパクトを出していくことを意識する。



事前評価 中間評価 事後評価

評価の目的 事業の必要性・妥当性を検
証し、事業計画書及び資金
計画書の改善を図る

成果の進捗状況の把握を
行い、事業活動の見直し及
び事業計画の改善を図る

事業により創出されたアウ
トカムの達成度について検
証し、提言・教訓を抽出する

評価実施時期 2024年4月 2026年1月 2027年2月

評価スケジュール 2024年3月
評価計画の作成、インタ
ビュー調査の実施、むすび
え内の調査研究及び事業
からのデータ収集

2024年4月
データ分析・事前評価報告
の作成

2025年12月
支援団体向けアンケート調
査及びインタビュー調査を
予定

2026年1月
上記、インタビュー結果もふ
まえ、計画の進捗確認、短
期アウトカム測定指標の中
間評価を実施

2027年1月
支援団体向けアンケート調
査及びインタビュー調査を
予定

2027年2月
上記、インタビュー結果もふ
まえ、短期アウトカム測定
指標の事後評価を実施

評価実施体制 むすびえスタッフ：4名
外部アドバイザー：1名

むすびえスタッフ：4名
支援対象団体関係者： 5名
外部アドバイザー：1名

むすびえスタッフ：4名
支援対象団体関係者： 5名
外部アドバイザー：1名

4-3.事業全体の評価計画

｜各評価の目的、実施時期及び体制等



4-3.事業全体の評価計画

評価の要素
（分析項目）

評価項目 評価小項目

評価基準
測定方法

（データ収集方法）
判断方法・指標 判断基準

課題の分析、
事業設計の分
析

課題の妥当
性、事業対
象の妥当
性、事業設
計の妥当性

①事業開始当初に想定した
課題分析・ニーズの把握及
び目標達成・課題解決の道
すじは妥当か。

事前評価で確認した、課題
の整理及び事業設計図（ロ
ジックモデル）の見直し

ここまでの事業を通して得
られた知見をそれぞれに反
映するとともに、かつその内
容について関係者間で合意
している。

- ここまでの事業の実施
状況等をもとにした関係
者によるディスカッション

実施状況の分
析

実施状況の
適切性

②アウトプットは計画通り算
出されたか。

各アウトプットの指標 各指標の、目標値の達成状
況

- アンケート調査等による
定量データの収集

実施を通した
活動の改
善、知見の
共有

③アウトプット算出に影響を
与えた阻害・貢献要因は何
か。

各アウトプットの阻害要因と
貢献要因の整理

各アウトプットの阻害要因と
貢献要因が整理され、かつ
それらを踏まえた事業計画
の見直しが行われている。

- アウトプットの達成状況
をもとにした関係者によ
るディスカッション

アウトカムのの
分析

アウトカムの
達成度

④活動支援プログラムを通
して最終的に達成した目標
や短期・中長期アウトカムは
達成される見通しはある
か。

各短期アウトカムの指標 各指標の、目標の達成状況
各アウトカム発現の萌芽の
有無

- アンケート調査等による
定量データの収集

- 関係者によるディスカッ
ション

｜中間評価_評価表

下記内容はあくまで現時点での想定であり、特に評価小項目・評価基準・測定方法については、当該評価実
施時点までの事業の状況も踏まえて改めて具体化・見直しをした上で、評価を行う。



4-3.事業全体の評価計画

評価の要素
（分析項目）

評価項目 評価小項目

評価基準
測定方法

（データ収集方法）
判断方法・指標 判断基準

課題の分析 課題の妥当
性

①支援対象団体に関する課
題の問題構造を十分に把握
していたか。

支援対象団体が抱える課
題の問題構造の整理

事業を通して得られた知見
も踏まえた問題構造の整理
が図示等によってなされ、
かつその内容について関係
者間で合意している。

- 活動実績等をもとにした
関係者によるディスカッ
ション

実施状況の分
析

実施状況の
適切性

②アウトプットは事業目標を
達成するために十分であっ
たか。

アウトプットの目標値・達成
状況とアウトカムの達成状
況

アウトプットの目標値・達成
状況とアウトカムの達成状
況を比較し、十分なアウト
プットであったか関係者間
で合意している。

- 活動実績等をもとにした
関係者によるディスカッ
ション

実施を通した
活動の改
善、知見の
共有

③支援対象団体の組織・活
動上の課題解決について、
その知見を広く共有できるよ
うに整理・蓄積しているか。

活動を通して得られた知見
の整理・蓄積

活動から得られた知見を整
理・蓄積する仕組みが構築
され、知見が整理・蓄積して
いる。

- 関係者によるディスカッ
ション

｜事後評価_評価表

下記内容はあくまで現時点での想定であり、特に評価小項目・評価基準・測定方法については、当該評価実
施時点までの事業の状況も踏まえて改めて具体化・見直しをした上で、評価を行う。



4-3.事業全体の評価計画

評価の要素
（分析項目）

評価項目 評価小項目

評価基準
測定方法

（データ収集方法）
判断方法・指標 判断基準

アウトカムの分
析

アウトカムの
達成度

④最終的に達成したいアウ
トカムは達成されたか。

各短期アウトカムの指標 各指標の、目標の達成状況 - アンケート調査等による
定量データの収集

⑤想定していなかったアウト
カムや負のアウトカムの発
現はあったか。

想定していなかったアウトカ
ム及び負のアウトカムの整
理

想定していなかったアウトカ
ム及び負のアウトカムの整
理の有無及びそれらが本
事業実施に起因するもので
あることが、関係者間で合
意している。

- アンケート調査等による
定量データの収集

- 活動の実施記録等から
の定性データの収集

- 関係者によるディスカッ
ション

事業の効率
性

⑥実施のためのインプットに
対して成果の規模や質は妥
当であったか。

インプットとアウトプットの比
較

投入した資源の活用状況
の適切性とさらなる効率化
に向けた改善点が整理さ
れ、関係者間で合意してい
る。

- 活動実績及び類似する
事業の実績との比較

- 関係者によるディスカッ
ション



資金計画書 バージョン

（契約締結・更新回数）
1

2024/08/01 2027/03/01

事業名

団体名

評価関連経費 1,500,000

合計 58,780,000

事業期間

活動支援団体
特定非営利活動法人　全国こども食堂支援センター・むすびえ

助成金

57,280,000事業費

直接事業費 49,920,000

管理的経費 7,360,000

～

必須入力セル



資金計画書資料　①助成概要

1. 事業費 [円]

2024年度 2025年度 2026年度 ー 合計

15,737,500 20,741,250 20,801,250 0 57,280,000

13,807,500 18,026,250 18,086,250 0 49,920,000

1,930,000 2,715,000 2,715,000 0 7,360,000

2. 評価関連経費 [円]

2024年度 2025年度 2026年度 ー 合計

375,000 562,500 562,500 0 1,500,000

3. 合計 [円]

2024年度 2025年度 2026年度 ー 合計

16,112,500 21,303,750 21,363,750 0 58,780,000

直接事業費

管理的経費

評価関連経費（B）

助成金計(A+B)

事業費 (A)

必須入力セル 任意入力セル



資金計画書資料　②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 85.14%

(2)自己資金・民間資金からの支出予定

自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

予定額[円] 調達方法 調達確度

3,000,000 寄付 B:内諾済

4,000,000 寄付 B:内諾済

3,000,000 寄付 B:内諾済

自己資金・民間資金 合計 (D) 助成金による補助率 (A/(A+D))

10,000,000

説明（調達元、使途、調達時期等）

自己資金を投入

自己資金を投入

自己資金を投入

必須入力セル
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